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証券コード：9179
第48期

定時株主総会招集ご通知
❖ 開 催 情 報 ❖
▶日 時　平成26年6月26日（木曜日）午前10時
▶場 所　霞が関コモンゲート西館　37階
　　　　 霞山会館　霞山の間
※会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようご注意願います。
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第 48 期
平成25年4月1日から平成26年3月31日まで

取締役社長 石井 繁礼

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　定時株主総会招集ご通知のお届けにあたり、一言ご挨拶申しあげます。

　当期（第48期）の事業環境は、国内においては、政府の各種政策が下支えするなかで、設備投資や公共
投資が堅調に推移し、また、個人消費や住宅建設については消費税率引き上げ前の駆け込み需要もあり、全
体としての景気は緩やかに回復いたしました。海外においてはアメリカの景気は緩やかな回復を続けたものの、
中国や新興国の景気拡大はやや足踏みし、また、ヨーロッパにおいても金融不安からの回復過程にあるなど、
景気の力強さを感じるまでには至りませんでした。
　海運業界を取り巻く環境は一部に回復も見られましたが、燃料油価格の高止まりや、近海船市況の低迷が
継続し、総じて厳しい事業環境となりました。

　こうした事業環境のもと、近海部門では、船腹調整を行い、効率配船や減速運航によるコストの削減に取り
組んだものの、長引く市況の低迷は解消しませんでした。
　内航部門では、全期をとおして荷動きが堅調に推移し、また、大型新造船の投入効果等もあり、貨物、旅
客ともに増加いたしました。
　この結果、当期の連結業績は、売上高456億円となり、前期比7.5％の増収となりました。また、営業利益
は19億円、経常利益は19億円、当期純利益は５億円となりました。

社長ご挨拶
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　当期のトピックスといたしましては、内航各部門での新造船投入がその効果を発したことが挙げられます。
そのうち、本格稼働となった東京電力広野火力発電所向け石炭専用船「やまさくら」は首都圏の電力供給の
一翼を担うようになり、その重責を感じているところです。また、日本の内航海運としては初めてオフショア支
援船事業に参入することになりました。

　来期（第49期）は、近海部門での新しい試みとして、インドに駐在員を置き、同地での内航を含む事業展
開の可能性を積極的に検討してまいります。また、国内内航部門においては、事業拡大のあらゆる可能性を
求め、この部門における中長期的な有り様を考えてまいります。さらに、オフショア支援船事業も本格化いた
します。
　今後も当社は、人材の適材適所による組織の合理化および活性化を図り、従来のビジネスを踏襲するだけ
ではなく、その根本的な部分を見つめ直し、時代のニーズに的確に応えるべく、全社一丸となって邁進してい
く所存です。

　株主の皆様には今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

� 平成26年6月

取締役社長　石井 繁礼
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証券コード：9179
平成26年６月５日

株　主　各　位

東京都千代田区霞が関三丁目２番１号

取締役社長　石　井　繁　礼

第48期　定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第48期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後
記「株主総会参考書類」をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、平成26年６
月25日（水曜日）の本社営業時間終了の時（午後５時）までに到着するよう、ご返送お願い申しあげます。

敬具
記

１． 日　時 平成26年６月26日（木曜日）午前10時
２． 場　所 東京都千代田区霞が関三丁目２番１号

霞が関コモンゲート西館37階　霞山会館　霞山の間
（会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようご注意願います。）

３． 株主総会の目的事項
報 告 事 項 1. 第48期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第48期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件
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決 議 事 項 （５頁以降の株主総会参考書類をご参照願います。）
第 1 号 議 案 剰余金の処分の件
第 2 号 議 案 定款一部変更の件
第 3 号 議 案 取締役３名選任の件
第 4 号 議 案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第 5 号 議 案 役員賞与支給の件

以　上

◎	 当日ご出席の方は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。また、開会時刻間際には受付が大変混雑いたしますので、お早めにご来場くださいます
ようお願い申しあげます。なお、当日のご出席は議決権を有する株主様ご本人または代理人（議決権を
有する株主）の方１名に限ります。

◎	 添付書類のうち、連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令および
当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kawakin.
co.jp/ir/soukai.html）に掲載しておりますので、ご覧ください。なお、会計監査人および監査役が監
査した連結計算書類、計算書類は、本招集ご通知添付書類に記載の各書類のほか、当社ウェブサイトに
掲載している連結注記表および個別注記表となります。

◎	 添付書類および株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブ
サイト（http://www.kawakin.co.jp/ir/soukai.html）において、修正後の事項を掲載させていただ
きます。
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　当期の剰余金の処分につきましては、当期の業績ならびに今後の事業環境などを勘案し、下記のとおりといたし
たいと存じます。
期末配当に関する事項
（1）	配当財産の種類
	 	 金銭
（2）	株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその額
	 	 当社普通株式１株につき金４円、総額117,436,944円
（3）	剰余金の配当が効力を生じる日
	 	 平成26年６月27日
なお、本議案が原案どおり承認可決された場合、年間配当金は、中間配当金５円とあわせまして９円となります。
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第２号議案　定款一部変更の件
　当社定款を以下のとおり変更いたしたいと存じます。
１．提案の理由
　新規事業としてオフショア支援船事業を行うことになるため、当該事業を定款第２条の事業の目的に追加する
ものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

現　行　定　款 変　更　案

第１章　総　則
（目的）
第２条	　当会社は次の事業を営むことを目的とする。

第１章　総　則
（目的）
第２条	　当会社は次の事業を営むことを目的とする。

１	 海上運送事業
２	 海運仲立業
３	 港湾運送事業および倉庫業
４	 貨物運送取扱事業
５	 海運代理店業
６	 	損害保険代理業ならびに生命保険の募集に関する業務
７	 車輌および附属機器の賃貸業
８	 	情報処理サービス業ならびに情報提供サービス業
９	 船舶建造改修工事の施工監理
10	 不動産の売買、賃貸、仲介および管理
11	 	ガソリンスタンドの経営ならびに自動車の修理および部分品の販売
12	 食堂、喫茶店および土産品店の経営
13	 	民芸品、工芸品、農産食品、畜産食品、水産食品、調味食品、飲料

品、各種加工食品、酒類、煙草および郵便切手類の販売

１～13　現行どおり

（新　設）
14	 前各号に附帯する一切の事業

14	 	海洋作業支援船業および船舶の引揚救助に関する業務
15	 現行どおり
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第３号議案　取締役３名選任の件
　取締役木村孝史氏は本総会終結の時をもって辞任により退任いたします。
　つきましては、当社の今後の経営体制の一層の充実を図るため、取締役を２名増員することとし、取締役３名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、その任期は当社定款の定めにより、在任取締役の任期の満了する時までとなります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

１ 馬
ば
　場

ば
　信
のぶ
　行
ゆき

（昭和31年９月15日生）
昭和55年４月　当社入社
平成25年４月　当社北海道支社副支社長（現職） 25,000株

２ 川
かわ
　戸

と
　　淳

あつし

（昭和33年７月11日生）
昭和56年４月　当社入社
平成20年６月　当社内航不定期船部部長（現職） 23,000株

３ 佐
さ
　野

の
　秀
ひで
　広
ひろ

（昭和34年８月31日生）

昭和58年４月　川崎汽船株式会社入社
平成25年４月　当社入社
平成25年４月　当社経営企画部部長（現職）

10,000株

（注）上記取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって退任される取締役木村孝史氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社における所定
の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたく、その具体的金額、贈呈の時期、方法などは、取締役
会にご一任願いたいと存じます。
　退任取締役　木村孝史氏の略歴は次のとおりであります。

氏　　　名 略　　　　　　歴

木
き
　村
むら
　孝
たか
　史

し 平成19年６月　当社取締役
平成22年６月　当社常務取締役（現職）

第５号議案　役員賞与支給の件
　当期末在職の取締役10名に対し、当期の業績等を勘案して、役員賞与総額41,000,000円を支給することといた
したいと存じます。

以　上
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3,750

3,700

2,4001,995

1,991

530

2,100

2,000

1,300

3,200

3,100

2,000

近海部門の収支改善に傾注し、収益力の向上と安定配当の継続を目指します。

新造船の投入によりサービスのさらなる拡充を図るとともに、新たな事業分野にも積極的に取り組
み、収益の拡大を図ります。

重
点
施
策

1

2

2017.3

2016.3

2015.3

2014.3（実績）

49,000
48,000

47,500
45,633

（売 上 高）

（営 業 利 益）

（経 常 利 益）

（当期純利益）

（単位：百万円）

■	2014年度中期経営計画の数値
［ご参考］
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財務ハイライト（連結）
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売上高� （単位：百万円）

経常利益�/�当期純利益� （単位：百万円）

ROA�/�ROE� （単位：％）

１株当たり純資産� （単位：円）

■	経常利益　■	当期純利益

●	ROA（総資産当期純利益率）　●	ROE（自己資本当期純利益率）
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部門別営業概況

35.9	%
2012.3 2013.3 2014.3

売 上 高 15,226 15,088 16,371
営 業 利 益 △	546 △	1,048 △�1,266

近海部門

（単位：百万円）

近海部門：		船腹調整を行い、効率配船や減速運航によるコストの削減に取り組んだものの、長引く市況の低迷
は解消しませんでした。

64.0	%
2012.3 2013.3 2014.3

売 上 高 26,264 27,300 29,224
営 業 利 益 2,207 2,779 3,248

内航部門

（単位：百万円）

内航部門：		年間をとおして荷動きが堅調に推移し、また、大型新造船の投入効果等もあり、貨物、旅客ともに
増加しました。

その他事業部門：		北海道地区における不動産物件を売却しました。

0.1	%
2012.3 2013.3 2014.3

売 上 高 78 74 37
営 業 利 益 47 30 13

その他事業部門

（単位：百万円）
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（添付書類）事業報告（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過および成果
①　全体的な状況
当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府によ
る経済政策「アベノミクス」や日本銀行の金融緩和政策
を背景に円安や株高が継続し、景気は緩やかな回復傾
向となりました。
海運業界を取り巻く環境は、米国を始め一部に持ち
直しが見られるなど、世界経済全体としては緩やかな
回復基調が続いたものの、一方で燃料油価格の高止ま
りや、とりわけ近海船の市況低迷が継続し、厳しい経
営環境となりました。
こうした情勢下、当社は顧客のニーズに的確に対応し
ながら、近海部門、内航部門の各部門に亘りきめ細かな
営業活動と効率的な配船、諸経費の節減に努めました。
この結果、当連結会計年度の売上高は456億33百万
円となり、前期に比べて7.5％の増収となりました。営
業利益は19億95百万円となり、前期に比べて13.3％の
増益、経常利益は19億91百万円となり、前期に比べて
21.0％の増益となりました。しかしながら、近海船の
高コスト船の売却等により、12億29百万円の特別損失
を計上した結果、当期純利益は５億30百万円となり前
期に比べて50.5％の減益となりました。

部門別の概況は次のとおりです。

②　部門別概況
［近海部門］
バルク輸送では、国内の鉄鋼・セメントメーカーの
堅調な生産活動を背景に、石炭、スラグ、石膏および
セメント等の輸送量が増加しました。また、電力会社向
けのインドネシア炭の輸送量が増加しました。さらに遠
洋では新規の輸送を成約しました。
木材輸送では、国内需要が高水準にある合板用チッ
プは堅調に推移しました。マレーシア積み日本向け合板

の輸送は、積極的な営業活動により当社のシェアを伸
ばしましたが、国産品へのシフトにより一時的に荷動
きが落ち込んだ結果、輸送量は横ばいで推移しました。
鋼材・雑貨輸送では、鉄鋼メーカーの航路再編によ
り、タイおよびインドネシア向けの輸送量は増加しま
したが、香港・海峡地向けの輸送量は大きく減少し、
全体の輸送量は減少しました。
部門全体で船腹調整を行い、効率配船や減速運航に
よるコスト低減に取り組んだものの、長引く市況低迷
は解消せず、同部門の売上高は163億71百万円となり、
前期に比べて8.5％の増収となったものの、前期の営業
損失10億48百万円に対して、当期の営業損失は12億
66百万円となりました。

［内航部門］
不定期船輸送では、国内経済の回復基調を背景に、
鉄鋼および国内セメント需要が増加し、石灰石、石炭
の各専用船の輸送量は堅調に推移しました。小型貨物船
も荷動きの活発化により、高稼働で推移しました。
定期船輸送では、東日本大震災の復興需要の本格化
に加え、平成26年４月からの消費税増税前の駆け込み
需要により荷動きが堅調に推移しました。なかでも苫小
牧航路では、平成25年２月に投入した新造船「ほっか
いどう丸」のスペースを活用し、積極的な営業活動を行
った結果、輸送量は前年比で増加しました。
フェリー輸送でも、定期船輸送同様に、荷動きが堅
調に推移し、建設資材や宅配貨物などを中心にトラッ
クの輸送量が増加しました。さらに、平成25年６月に
大型新造船「シルバーエイト」を投入した効果により、
乗用車、旅客も増加しました。
同部門の売上高は292億24百万円となり、前期に比
べて7.1％の増収となりました。また、営業利益は32億
48百万円となり16.9％の増益となりました。

［その他事業部門］
当事業の主なものとしては、北海道地区における不
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動産賃貸業などがありますが、平成25年９月に同地区
の不動産物件を売却しました。この結果、同部門の売上
高は37百万円となり前期に比べて50.1％の減収となり
ました。また、営業利益は13百万円となり57.5％の減
益となりました。

（2）資金調達の状況
　　該当事項はありません。

（3）設備投資の状況
当連結会計年度において実施しました設備投資の主
なものは次のとおりです。
船舶投資：	①当連結会計年度中に購入した船舶	 １隻	

	②	当連結会計年度末において継続建	
造中の船舶	 １隻

なお、当連結会計年度中に５隻の船舶を処分いたしま
した。

（4）対処すべき課題
日本経済は緩やかな回復基調にあり、消費税増税に
よる個人消費の一時的な反動減はあるものの、その後
は政府の経済政策等により、景気の回復軌道への復帰
も予想されます。一方、世界経済は緩やかな回復が続く
ことが見込まれるものの、中国経済に対する先行き懸
念、燃料油価格に影響を与えるウクライナや中東情勢
の地政学的リスク等についても、注視していくことが
必要と思われます。
当社の経営環境も、政府の景気対策による経済下支
えにより、国内の安定した荷動きが見込まれるものの、
近海部門の市況低迷や、燃料油価格の上昇で収益を圧
迫される懸念があり、依然として厳しい状況が続くも
のと思われます。
こうした状況下、コストの削減に努めながら、引き
続き安全運航と効率的な配船を行い、顧客のニーズと
中長期的な市場動向を見極め、新たな事業分野にも積
極的に取り組んで行き、更なる収益の拡大を図ります。

各部門の今後の課題と取り組みについては次のとお
りです。

［近海部門］
近海部門では船隊の大型化を図ると同時に、10,000
重量トン級の一般貨物船の有効利用を進めてまいりま
す。具体的な営業活動としては、アジア域内での成約を
増加させるとともに、平成26年３月に配置したインド
駐在員を活用して、遠洋輸送を含め、より広域に営業
展開を行ってまいります。
バルク輸送では、船隊整備を進め、28,000重量トン
バルカーを６月に投入いたします。
木材輸送および鋼材・雑貨輸送では、積極的な営業展
開を行うとともに、積港・揚港の集約による効率配船と
減速運航によるコスト低減で、収益の改善を図ります。

［内航部門］
不定期船輸送では、既存の顧客との安全、安定輸送
を維持しながら、新規顧客および新規貨物の開拓を積
極的に行い、市況や荷主の動向に合わせた船隊整備を
図ります。さらに新造船投入を含めた営業活動を進めて
まいります。
定期船輸送では、トラック運転手の人手不足や規制
強化による車輌不足を背景に、あらためて海上輸送が
見直されているなか、北関東地域の高速道路網の利便
性を活かし、さらなる輸送需要の取り込みを図るため、
苫小牧航路に大型新造RORO船を８月に投入し、現在
同航路に就航する「勇王丸」を北九州航路に転配して営
業スペースの拡大を行ってまいります。
フェリー輸送では、八戸/苫小牧航路は、引き続き４
隻運航体制を堅持し、安全運航に努めるとともに、大
型新造船「シルバープリンセス」および「シルバーエイ
ト」を中心とした効果的かつ積極的な営業活動を行うこ
とで、さらなるトラック、乗用車および旅客の獲得を
図ります。
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［新規事業］
当社では平成25年10月に海洋支援事業を目的に、株
式会社オフショア・ジャパンを設立しました。パート
ナーの株式会社オフショア・オペレーションと共に、
オフショア支援船の保有・運航を行い、洋上風力発電
などの再生可能エネルギー事業、海洋資源探査・開発
事業などをサポートしてまいります。

（5）重要な企業再編等の状況
該当事項はありません。

（6）財産および損益の状況の推移
区　　分 第 　4 5　 期

平成2 2年度
第 　4 6　 期
平成2 3年度

第 　4 7　 期
平成2 4年度

第48期（当期）
平成2 5年度

売 上 高（千円）38,904,850 41,570,134 42,462,812 45,633,304
経 常 利 益（千円） 2,523,015 1,586,384 1,646,418 1,991,477
当 期 純 利 益（千円） 1,502,140 566,802 1,072,258 530,753
１株当たり当期純利益 （円） 51.16 19.31 36.52 18.08
総 資 産（千円）37,717,375 38,627,458 44,995,848 42,315,012
純 資 産（千円）20,521,785 20,829,025 21,769,823 22,305,650

（7）重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
当社の親会社は川崎汽船株式会社で、同社は当社の
株式を14,973千株（議決権比率51.02％、間接保有を
含む）所有しております。
当社と親会社とは、個別案件毎に都度営業取引を行
っております。

②　重要な子会社の状況
会　社　名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容
旭汽船株式会社 100,000千円 100.00％ 内航海運業

（8）主要な事業内容
当企業集団は当社、親会社、子会社12社および関連
会社２社によって構成されており、近海地域において
一般貨物船による海上輸送ならびに、内航船およびフ

ェリーによる国内海上輸送を行うことを主たる事業と
しております。子会社等は船舶の貸渡し、船用品の販
売、船舶用機器の賃貸などの業務を主に当社に提供し、
当社の事業遂行を円滑にする役割を担っております。ま
た、一部の子会社では、フェリーターミナルにおいて
売店や食堂によるサービスを行っております。一方当社
は、親会社である川崎汽船株式会社を中核とするグ
ループに属しておりますが、同社は遠洋海上輸送およ
び近海地域におけるコンテナ輸送など当社とは異なっ
た領域において事業を展開しております。　

（9）主要な営業所
①　国　内
名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 千 代 田 区
北 海 道 支 社 札 幌 市 中 央 区
八 戸 支 店 青 森 県 八 戸 市
苫 小 牧 支 店 北 海 道 苫 小 牧 市
釧 路 支 店 北 海 道 釧 路 市
日 立 支 店 茨 城 県 那 珂 郡
日 立 港 事 務 所 茨 城 県 日 立 市
日 南 事 務 所 宮 崎 県 日 南 市
北 九 州 事 務 所 北 九 州 市 小 倉 北 区
大 阪 事 務 所 大 阪 市 中 央 区
（注）		1.	 	平成25年11月に本社は東京都千代田区霞が関三丁目２番１号に移転いた

しました。
	 2.	 	平成25年８月に大阪支店は大阪事務所となりました。

②　海　外
名 称 所 在 地

“K” LINE	KINKAI	(SINGAPORE)	
PTE	LTD シ ン ガ ポ ー ル

“K” LINE	KINKAI	 (MALAYSIA)	
SDN.	BHD. マ レ ー シ ア

（10）運航船舶の状況
区　　分 隻　数 重量トン数

隻 キロトン
所 有 船 20 205,921
傭 船 28 353,603
合 計 48 559,524
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運航船舶（2014年3月31日現在）	 ※他社との共有船

船　名 船　種 総トン数 重量トン数（k/t） 主機馬力（kw） 航海速力 建造年月 就航状況

国
内
所
有
船

ほっかいどう丸 RORO 11,386 6,890 D-14,940 22.6 2013年２月 内航定期船
やまさくら 石炭専用 17,658 15,000 D-5,180 13.5 2013年１月 内航不定期船
シルバープリンセス フェリー 10,536 4,724 D-7,200×2 20.5 2012年４月 フェリー
JP	TSUBAKI※ 石炭専用 7,287 6,600 D-3,250 12.0 2008年11月 内航不定期船
JP	COSMOS※ 石炭専用 7,287 6,600 D-3,250 12.0 2008年２月 内航不定期船
美津川丸 石灰石専用 3,497	 5,800 D-2,450 12.5 2007年10月 内航不定期船
第二ほくれん丸 RORO 13,950 6,598 D-17,840 23.5 2006年７月 内航定期船
ほくれん丸 RORO 13,950 6,597 D-17,840 23.5 2006年６月 内航定期船
神川丸 RORO 13,018 6,387 D-15,900 21.0 2002年10月 内航定期船
勇王丸 RORO 9,348 5,335 D-12,640 20.7 2001年６月 内航定期船
シルバークィーン フェリー 7,005 3,455 D-8,826×2 20.7 1998年３月 フェリー
須寿川丸 プッシャーバージ 94 3,918 D-1,764 9.8 1992年７月 内航不定期船
南王丸 RORO 9,832 6,759 D-17,160 20.5 1999年11月 内航定期船

国 内 所 有 船 計 13隻 124,848 84,663
海 外 仕 組 船 7隻 83,359 121,258
定 期 傭 船 28隻 246,993 353,603
運 航 船 舶 合 計 48隻 455,200 559,524

（11）従業員の状況
従　業　員　数 前期末比増減数
391 名 ６名増

（12）主要な借入先
借　　　入　　　先 借　　入　　金

千円
株式会社日本政策投資銀行 5,496,390
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,166,166
株式会社三菱東京	U F J 銀行 1,312,204
三井住友信託銀行株式会社 690,600
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 456,100

２．会社の株式に関する事項
（1）発行済株式の総数 ：29,359,236株

（自己株式165,764株を除く）

（2）株主数 ：3,060名
（前期末比471名増）

（3）大株主 ：上位10位
株　　主　　名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
川 崎 汽 船 株 式 会 社 14,040 47.82

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 1,840 6.27

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 905 3.08

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 598 2.04

川 崎 近 海 汽 船 従 業 員 持 株 会 436 1.49

北 海 運 輸 株 式 会 社 350 1.19

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 337 1.15

株 式 会 社 栗 林 商 会 304 1.04

株 式 会 社 ダ イ ト ー コ ー ポ レ ー シ ョ ン 278 0.95

小 池 恒 三 220 0.75
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３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

氏　　名 地　　位 担当および重要な兼職の状況
石 井 繁 礼 代表取締役社長
上 杉 芳 人 専 務 取 締 役 情報システム室、経営企画部および経理

部管掌、総務部および新規事業推進担
当、内部監査室担当補佐

木 村 孝 史 常 務 取 締 役 北海道全域担当、北海道支社長委嘱
赤 沼 　 宏 常 務 取 締 役 フェリー部、内航定期船部および船舶部

管掌
高 田 雅 彦 常 務 取 締 役 経理部および情報システム室担当、経理

部長委嘱
友 井 彰 彦 取 締 役 経営企画部担当

旭汽船株式会社　代表取締役
杉 本 利 文 取 締 役 外航営業部および内航不定期船部担当

須崎汽船株式会社　代表取締役
寅 谷 　 剛 取 締 役 フェリー部担当、フェリー部長委嘱
小 山 卓 三 取 締 役 船舶部担当、船舶部長委嘱
川 﨑 誠 司 取 締 役 内航定期船部担当、内航定期船部長委嘱
島 村 康 雄 監 査 役 常勤
生 和 　 勉 監 査 役 株式会社ダイトーコーポレーション

　監査役
堤 　 則 夫 監 査 役 川崎汽船株式会社　監査役
鈴 木 修 一 監 査 役 山田・合谷・鈴木法律事務所　弁護士

稲畑産業株式会社　監査役
（注）	1.	 	監査役　生和勉、監査役　堤則夫、監査役　鈴木修一の３氏は社外監査役

であります。
	 2.	 	監査役　生和勉氏は、株式会社日本政策投資銀行における長年の経験があ

り、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
	 3.	 	監査役　鈴木修一氏は、弁護士として長年の経験があり、法務に関する相

当程度の知見を有するものであります。
	 4.	 	当社は監査役　鈴木修一氏を東京証券取引所の定める独立役員として、同

取引所に届出書を提出しております。
	 5.	 	表中記載者のほか、当事業年度における役員の退任は次のとおりです。
	 	 平成25年６月27日付：	取締役　森原明氏および取締役　高木久裕氏は任

期満了により退任いたしました。

（2）取締役および監査役の報酬等の額
	(使用人兼務取締役の使用人分給与・賞与は含まず、
予定される賞与・退職慰労金を含む。）
取	締	役　12名：　304,782千円
監	査	役　	３名：　		32,966千円
	 			（うち社外監査役２名12,000千円）

（注）	1.	 	取締役の員数については、事業年度末日時点の取締役10名に、直前の定時
株主総会の終結の日をもって退任した取締役２名を加えた12名を記載して
おります。

	 2.	 	監査役の員数については、事業年度末日時点の監査役４名のうち当社報酬
の支給がある３名を記載しております。

	 3.	 	上記報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与・賞与は含まず、
予定される役員賞与および退職慰労金（退職慰労引当金［取締役10名　
82,665千円、監査役１名　4,212千円］および直前の定時株主総会終結の
日をもって退任した役員に支払った退職慰労金［取締役２名3,217千円］）
を含みます。

（3）社外役員に関する事項
①　監査役　生和　勉
　　ア.	 	他の法人等の役員等との兼職状況および当社と

当該他の法人等との関係
	 	親会社たる川崎汽船株式会社の子会社である株

式会社ダイトーコーポレーションの社外監査役
であります。株式会社ダイトーコーポレーション
は当社の代理店であり、また荷主として取引が
あります。

　　イ.	 当事業年度における主な活動状況
　　　・取締役会への出席状況および発言状況

18回のうち18回の取締役会に出席しております。
出席した取締役会においては、社外監査役と
して、決議事項や報告事項について適宜質問し、
また財務および会計に関して適切な意見を述べ
ております。

　　　・監査役会への出席状況および発言状況
21回のうち21回の監査役会に出席しております。
監査役会においては、社外監査役として行っ
た監査の報告をし、毎回他の監査役が行った監
査について適宜質問をするとともに、社外の立
場から意見を述べております。
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②　監査役　堤　則夫
　　ア.	 	他の法人等の役員等との兼職状況および当社と

当該他の法人等との関係
	 	親会社たる川崎汽船株式会社の監査役でありま

す。その他、親会社の子会社であるシグナスイン
シュランスサービス株式会社、ケイラインエン
ジニアリング株式会社、株式会社シンキ、株式
会社エスコバルジャパン、ケイラインマリンテ
クノサービス株式会社、株式会社マリンラジオ
サービスおよび太洋日本汽船株式会社の社外監
査役であります。

　　イ.	 当事業年度における主な活動状況
　　　・取締役会への出席状況および発言状況

18回のうち14回の取締役会に出席しております。
出席した取締役会においては、社外監査役と
して、決議事項や報告事項について適宜質問し、
また必要に応じ社外の立場から意見を述べてお
ります。

　　　・監査役会への出席状況および発言状況
21回のうち17回の監査役会に出席しております。
監査役会においては、社外監査役として行っ
た監査の報告をし、毎回他の監査役が行った監
査について適宜質問をするとともに、必要に応
じ社外の立場から意見を述べております。

③　監査役　鈴木修一
　　ア.	 	他の法人等の役員等との兼職状況および当社と

当該他の法人等との関係
山田・合谷・鈴木法律事務所の弁護士（パート
ナー）であり、稲畑産業株式会社の社外監査役で
あります。
当社は山田・合谷・鈴木法律事務所に所属して
いる他の弁護士と顧問弁護士契約を締結してお
りますが、顧問料の金額は少額であり、また鈴
木氏とは顧問契約、個別法律相談の取引はあり
ません。

当社と稲畑産業株式会社との間には特筆すべき
取引関係はありません。

　　イ.	 当事業年度における主な活動状況
　　　・取締役会への出席状況および発言状況

18回のうち17回の取締役会に出席しております。
出席した取締役会においては、社外監査役とし
て、決議事項や報告事項について適宜質問し、ま
た、弁護士として、法的見地からの意見を述べて
おります。

　　　・監査役会への出席状況および発言状況
21回のうち20回の監査役会に出席しております。
監査役会においては、社外監査役として行っ
た監査の報告をし、毎回他の監査役が行った監
査について適宜質問をするとともに、必要に応
じ社外の立場から意見を述べております。

④　責任限定契約の内容の概要
当社と社外監査役３名は、会社法第427条第１項お
よび当社定款第38条の規定に基づき、賠償責任を
限定する契約を締結しております。当該契約に基づ
く賠償責任の限度額は、同法第425条第１項各号に
定める合計額としております。

⑤　	社外監査役が、当社の親会社または当社の親会社
の子会社から当事業年度において役員として受け
た報酬等の総額
37,833千円（２名合計）
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①　当社の会計監査人としての報酬等の額
37,600千円

②　	当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額
37,600千円

（注）		当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監
査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておら
ず実質的にも区分できないため、①の金額には、これらの合計額
を記載しております。

（3）会計監査人が行った非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
取締役会は、当社の都合の場合の他、会計監査人の
職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判
断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または
監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または
不再任を株主総会の目的事項とすることとします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号
に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役
全員の合意に基づき、監査役会が会計監査人を解任し
ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後
最初に招集される株主総会において、解任の旨および
その理由を報告します。

６．取締役の職務の執行が法令および定款に適合す
ることを確保するための体制、その他業務の適
正を確保するための体制
当社は、業務の適正を確保する体制として、取締役
会にて以下の内容を決議しております。

（１）コンプライアンスの体制
役職員の職務の執行が法令および定款に適合するための
体制

① コンプライアンスの基本方針として、親会社の定めるグ
ループ企業行動憲章を採用するとともに、当社および当
社グループにおける行動規範として、同憲章の実行要点
を定める。

② コンプライアンスの統括組織として、社長を委員長とす
るコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス
体制の整備および維持を図る。

③ コンプライアンスの推進維持のためのプログラム（役職
員を対象とする教育等）を策定し、実施する。

④ 役職員に対し、当社業務運営に係る法令違反行為につい
ての報告義務を課すとともに、一方で直接通報できるホ
ットライン制度（内部通報制度）を設ける。

⑤ 反社会的勢力に対しては毅然とした態度で対応し、取引
関係その他一切の関係を持たない組織にする。

（２）リスク管理体制
損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 市況・市場のリスク
船舶投資等の海運市況、為替、燃料油価格等を、毎月の
定例取締役会および営業連絡会において状況把握・議論
を行い、決裁基準に沿った決裁を実施する。

② 船舶運航に伴うリスク
船舶の安全運航推進および事故対応の組織として安全運
航推進委員会を設置し、定期的に具体的案件のレビュー
と安全運航に向けた対応の確認を行う。

③ 大災害のリスク
大規模地震、新型インフルエンザ蔓延等による大災害に
対する組織として災害対策委員会を設置し、防災および
減災の推進ならびに災害発生時における業務継続を含む
速やかな対応を行う。

（３）情報保存管理体制
役職員の職務の執行に係わる情報の保存および管理につ
いての体制
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① 株主総会、取締役会の議事録および関連資料等、またそ
の他重要な文書については社内文書管理規程に基づき保
存・管理を行う。

② 情報セキュリティ規程等の情報管理に係わる規程を定め、
情報の効率的利用とともに社外流出防止に努める。

（４）業務執行体制
役職員の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

① 毎年経営計画を策定し、毎月その進捗状況を取締役会等
で確認する等の管理を行う。

② 取締役会の書面決議制度を導入し、迅速な運営に資する
体制とする。

③ 事案の決裁、また決定事項の効率的な執行のために、決
裁および職務権限、組織体制に係わる規程の整備を行う。

④ 社内の規程等は関連する法令等に準拠して制定し、当該
法令等の改廃があった場合には速やかに規程等の改廃を
行う。

（５）グループ管理体制
当社ならびに親会社および子会社からなる企業集団の業
務の適正を確保する体制

① グループ会社における業務の適正を確保するための行動
指針として、親会社が定めたグループ企業行動憲章を採
用するとともに、当社および子会社の具体的行動指針を
定める。

② 当社の子会社・関係会社について、当社は関係会社業務
処理規程を定めて経営管理を行う。

③ 当社の子会社・関係会社に係わるコンプライアンスに係
る重要な事実が発生した場合には、取締役または子会
社・関係会社により監査役に報告する体制とする。

（６）経営の透明性確保の体制
① 会計処理の適正性および財務報告の信頼性を確保するた

め、財務報告に係る内部統制を整備し、その有効性を定
期的に評価する。

② 経営関連情報を適切に管理し、適時、正確かつ公平に開
示する。

（７）内部監査体制
① 当社およびグループ企業のリスク管理、内部統制の適切

性・有効性を検証・評価する機能を担う独立性を備えた
内部監査組織を設置する。

② 内部監査組織は、内部監査の基本方針に基づき、毎年内
部監査計画を策定のうえ、各業務執行部門および必要に
応じて子会社に対する監査を実施し、改善点の指摘・提
言を行う。

③ 内部監査にあたっては、必要に応じ監査役および会計監
査人との間で協力関係を構築し、内部監査の効率的な実
施に努める。

（８）監査役監査の体制
監査役の監査が実効的に行われることを確保するための
体制

① 監査役が求めるときは、その職務を補助するための使用
人を配置する。

② 監査役の職務を補助する使用人は、取締役の指揮命令を
受けないものとし、その人選にあたっては監査役と事前
に協議する。

③ 役職員は以下の事項について監査役に報告を行う。
・	会社およびグループ企業に著しい損害を与えるおそれ
のある事実、法令または定款に違反する重大な事実
・	内部通報制度での通報状況、また通報された事案のう
ちコンプライアンス委員会にて重大なコンプライアン
ス違反と判断された事実
・内部監査の実施状況およびその結果
・その他監査役が報告を求める事項

④ その他監査役監査の実効性確保のために以下の整備を行
う。
・	監査役は、取締役会に出席するほか、他の定められた
重要な会議にも出席する。
・	代表取締役は、監査役と定期的に、また監査役の求め
に応じ、意見交換を行う。
・	内部監査組織は、監査役と定期的に、また監査役の求
めに応じ、意見交換を行う。
・監査役は、会計監査人と定期的に意見交換を行う。
・役職員は、監査役の監査活動に誠実に協力する。

（注）		本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨て、また比率に
ついては四捨五入として表示しております。
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科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 14,425,246

現 金 及 び 預 金 917,391

受取手形及び営業未収入金 5,304,163

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 927,491

繰 延 税 金 資 産 99,742

短 期 貸 付 金 6,016,000

未 収 還 付 法 人 税 等 32

そ の 他 1,166,645

貸 倒 引 当 金 △	 6,220

固 定 資 産 27,889,765

有 形 固 定 資 産 25,952,475

船 舶 24,046,342

建 物 及 び 構 築 物 215,483

土 地 931,227

建 設 仮 勘 定 694,058

そ の 他 65,362

無 形 固 定 資 産 95,682

投 資 そ の 他 の 資 産 1,841,606

投 資 有 価 証 券 796,844

長 期 貸 付 金 400,469

退 職 給 付 に 係 る 資 産 125,896

繰 延 税 金 資 産 123,601

敷 金 及 び 保 証 金 246,582

そ の 他 169,097

貸 倒 引 当 金 △	 20,885

流 動 負 債 8,098,528
支払手形及び営業未払金 3,491,688
短 期 借 入 金 2,500,187
未 払 法 人 税 等 527,203
賞 与 引 当 金 177,961
役 員 賞 与 引 当 金 41,000
災 害 損 失 引 当 金 1,523
そ の 他 1,358,963

固 定 負 債 11,910,833
長 期 借 入 金 10,246,152
繰 延 税 金 負 債 704,351
再評価に係る繰延税金負債 74,764
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 304,783
特 別 修 繕 引 当 金 412,627
退 職 給 付 に 係 る 負 債 168,155

負 債 合 計 20,009,361
（純資産の部）

株 主 資 本 22,036,349
資 本 金 2,368,650
資 本 剰 余 金 1,248,849
利 益 剰 余 金 18,446,355
自 己 株 式 △� 27,505
その他の包括利益累計額 268,654
その他有価証券評価差額金 195,475
土 地 再 評 価 差 額 金 139,943
為 替 換 算 調 整 勘 定 11,070
退職給付に係る調整累計額 △� 77,835
少 数 株 主 持 分 646
純 資 産 合 計 22,305,650

資 産 合 計 42,315,012 負 債 純 資 産 合 計 42,315,012

連	結	貸	借	対	照	表
連結計算書類

（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）
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科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 45,633,304

売 上 原 価 40,060,035

売 上 総 利 益 5,573,268

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,577,916

営 業 利 益 1,995,352

営 業 外 収 益

受 取 利 息 21,081

受 取 配 当 金 35,747

為 替 差 益 45,318

受 取 保 険 金 48,718

そ の 他 21,014 171,880

営 業 外 費 用

支 払 利 息 165,263

そ の 他 10,491 175,755

経 常 利 益 1,991,477

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 195,858 195,858

特 別 損 失

減 損 損 失 1,141,040

本 社 移 転 関 連 費 用 88,680 1,229,721

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 957,614

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 525,531

法 人 税 等 調 整 額 △	 99,024 426,506

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 531,107

少 数 株 主 利 益 354

当 期 純 利 益 530,753

連	結	損	益	計	算	書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,368,650 1,248,849 18,636,341 △　27,505 22,226,334
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △　264,233 △　264,233
当 期 純 利 益 530,753 530,753
土地再評価差額金
の 取 崩 △　456,505 △　456,505

株主資本以外の項目の	
当 期 変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― △　189,985 ― △　189,985
当 期 末 残 高 2,368,650 1,248,849 18,446,355 △　27,505 22,036,349

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計そ の 他

有 価 証 券
評価差額金

土地再評価�
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職�
給付に係る�
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 133,568 △　588,700 △　1,669 ― △　456,802 291 21,769,823
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △　264,233
当 期 純 利 益 530,753
土地再評価差額金
の 取 崩 △　456,505

株主資本以外の項目の	
当 期 変動額（純額） 61,906 728,644 12,740 △　77,835 725,456 354 725,811

当 期 変 動 額 合 計 61,906 728,644 12,740 △　77,835 725,456 354 535,826
当 期 末 残 高 195,475 139,943 11,070 △　77,835 268,654 646 22,305,650
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貸　借　対　照　表
計算書類

（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 13,389,302
現 金 及 び 預 金 257,151
受 取 手 形 243,695
海 運 業 未 収 金 5,022,151
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 5,722,615
立 替 金 317,307
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 882,796
繰 延 及 び 前 払 費 用 590,942
代 理 店 債 権 227,975
繰 延 税 金 資 産 83,775
そ の 他 50,890
貸 倒 引 当 金 △	 10,000

固 定 資 産 25,914,779
有 形 固 定 資 産 19,271,514
船 舶 18,074,377
建 物 179,264
構 築 物 30,328
車 両 及 び 運 搬 具 10,489
器 具 及 び 備 品 28,951
土 地 931,227
そ の 他 16,875
無 形 固 定 資 産 92,081
借 地 権 484
ソ フ ト ウ ェ ア 90,577
電 話 加 入 権 1,020
投 資 そ の 他 の 資 産 6,551,184
投 資 有 価 証 券 740,698
関 係 会 社 株 式 1,389,753
従 業 員 長 期 貸 付 金 134,969
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 3,679,548
長 期 前 払 費 用 4,884
前 払 年 金 費 用 230,772
敷 金 及 び 保 証 金 230,996
そ の 他 160,445
貸 倒 引 当 金 △	 20,885

流 動 負 債 7,016,420
海 運 業 未 払 金 3,266,129
短 期 借 入 金 1,877,796
未 払 金 127,730
未 払 費 用 46,868
未 払 法 人 税 等 450,023
未 払 消 費 税 等 95,979
前 受 金 299,320
預 り 金 309,215
代 理 店 債 務 341,453
賞 与 引 当 金 159,379
役 員 賞 与 引 当 金 41,000
災 害 損 失 引 当 金 1,523

固 定 負 債 10,657,631
長 期 借 入 金 8,846,764
繰 延 税 金 負 債 671,637
再評価に係る繰延税金負債 74,764
退 職 給 付 引 当 金 11,127
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 295,083
特 別 修 繕 引 当 金 305,255
関係会社用船契約損失引当金 453,000

負 債 合 計 17,674,052
（純資産の部）

株 主 資 本 21,294,611
資 本 金 2,368,650
資 本 剰 余 金 1,248,849
資 本 準 備 金 1,245,615
そ の 他 資 本 剰 余 金 3,234
利 益 剰 余 金 17,704,617
利 益 準 備 金 321,703
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 償 却 準 備 金 1,346,096
圧 縮 記 帳 積 立 金 63,108
新 造 船 建 造 積 立 金 3,100,000
別 途 積 立 金 12,500,000
繰 越 利 益 剰 余 金 373,708

自 己 株 式 △� 27,505
評 価 ・ 換 算 差 額 等 335,418
その他有価証券評価差額金 195,475
土 地 再 評 価 差 額 金 139,943
純 資 産 合 計 21,630,030

資 産 合 計 39,304,082 負 債 純 資 産 合 計 39,304,082
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損　益　計　算　書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額
営 業 収 益

海 運 業 収 益
運 賃 42,843,379
貸 船 料 2,450,453
そ の 他 海 運 業 収 益 37,347 45,331,179
そ の 他 事 業 収 益 37,107
営 業 収 益 計 45,368,287

営 業 費 用
海 運 業 費 用
運 航 費 21,751,429
船 費 5,687,300
借 船 料 12,963,816
そ の 他 海 運 業 費 用 16,827 40,419,374
そ の 他 事 業 費 用 22,404
一 般 管 理 費 3,024,986
営 業 費 用 計 43,466,764

営 業 利 益 1,901,523
営 業 外 収 益
受 取 利 息 53,385
受 取 配 当 金 35,747
為 替 差 益 37,172
受 取 保 険 金 15,862
そ の 他 13,761 155,928

営 業 外 費 用
支 払 利 息 138,696
そ の 他 9,092 147,788

経 常 利 益 1,909,663
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 20,863 20,863

特 別 損 失
減 損 損 失 33,754
関係会社用船契約損失引当金繰入額 453,000
用 船 契 約 解 約 金 654,286
本 社 移 転 関 連 費 用 88,680 1,229,721

税 引 前 当 期 純 利 益 700,805
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 443,000
法 人 税 等 調 整 額 △	 126,782 316,217
当 期 純 利 益 384,588

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

23 ｜｜第48期定時株主総会招集ご通知

010_0132201102606.indd   23 2014/05/22   9:41:28



株主資本等変動計算書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：千円）
株　　　主　　　資　　　本

資　本　金
資　本　剰　余　金

利　益　剰　余　金

利 益 準 備 金
そ　の　他　利　益　剰　余　金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 特別償却準備金 圧縮記帳積立金 新造船建造積立金
当 期 首 残 高 2,368,650 1,245,615 3,234 1,248,849 321,703 1,683,391 74,961 ―
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 ―
新造船建造積立金の積立 ― 3,100,000
別 途 積 立 金 の 積 立 ―
特別償却準備金の積立 ― 9,734
特別償却準備金の取崩 ― △　347,029
圧縮記帳積立金の積立 ― 406
圧縮記帳積立金の取崩 ― △　12,259
当 期 純 利 益 ―
土地再評価差額金の取崩 ―
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― △　337,294 △　11,852 3,100,000
当 期 末 残 高 2,368,650 1,245,615 3,234 1,248,849 321,703 1,346,096 63,108 3,100,000

株　　　主　　　資　　　本
評　価　・　換　算　差　額　等

純資産合計
利　益　剰　余　金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ�の�他�利�益�剰�余�金 利益剰余金
合 　 　 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 12,300,000 3,660,711 18,040,767 △　27,505 21,630,761 133,568 △　588,700 △　455,132 21,175,628
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △　264,233 △　264,233 △　264,233 △　264,233
新造船建造積立金の積立 △　3,100,000 ― ― ―
別 途 積 立 金 の 積 立 200,000 △　200,000 　― ― ―
特別償却準備金の積立 △　9,734 ― ― ―
特別償却準備金の取崩 347,029 ― ― ―
圧縮記帳積立金の積立 △　406 ― ― ―
圧縮記帳積立金の取崩 12,259 ― ― ―
当 期 純 利 益 384,588 384,588 384,588 384,588
土地再評価差額金の取崩 △　456,505 △　456,505 △　456,505 △　456,505
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 61,906 728,644 790,551 790,551

当 期 変 動 額 合 計 200,000 △　3,287,002 △　336,150 ― △　336,150 61,906 728,644 790,551 454,401
当 期 末 残 高 12,500,000 373,708 17,704,617 △　�27,505 21,294,611 195,475 139,943 335,418 21,630,030
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書	謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月15日

川崎近海汽船株式会社
　	取　締　役　会　御中
� 新日本有限責任監査法人
	 指定有限責任社員
	 業務執行社員	 公認会計士	 廿　樂　眞　明　㊞
	 指定有限責任社員
	 業務執行社員	 公認会計士	 宮　沢　　　琢　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、川崎近海汽船株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川崎
近海汽船株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書	謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月15日

川崎近海汽船株式会社
　	取　締　役　会　御中
� 新日本有限責任監査法人
	 指定有限責任社員
	 業務執行社員	 公認会計士	 廿　樂　眞　明　㊞
	 指定有限責任社員
	 業務執行社員	 公認会計士	 宮　沢　　　琢　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、川崎近海汽船株式会社の平成25年４月１日から平成26
年３月31日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適正な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書	謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第48期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針及び平成25年度の監査計画等に従い、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針及び当期の監査計画等に従い、取締役、内部監
査部門その他の使用人等、並びに親会社グループの監査役等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監
視および検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社におもむき事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属
明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って適切に整備している旨の報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一	 	事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二	 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三	 	内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
	 	また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係

る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
	　会計監査人である新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
	　会計監査人である新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　平成26年５月19日

川崎近海汽船株式会社　監査役会
常勤監査役　　島　村　康　雄　㊞
社外監査役　　生　和　　　勉　㊞
社外監査役　　堤　　　則　夫　㊞
社外監査役　　鈴　木　修　一　㊞

以　上
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株主メモ

■事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

■定時株主総会 ６月

■同上総会権利行使株主確定日 ３月31日

■配当金受領株主確定日 ３月31日

■中間（第2四半期末）配当
　受領株主確定日

９月30日

■基準日 上記確定日のほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めます。

■株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

■特別口座の口座管理機関 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

■郵送物送付先
　（電話照会先）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店および全国各支店で行っております。

■公告方法 電子公告により行います。公告掲載URL（http://www.kawakin.co.jp/）
ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済
新聞に掲載いたします。

■住所変更、単元未満株式の
　買取等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社等に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座
の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

■未払配当金の支払について 株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

■配当金計算書について 配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の
規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添付資
料としてご使用いただくことができます。確定申告をなされる株主様は大切に保管
願います。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉
徴収税額の計算は証券会社にて行われます。確定申告を行う際の添付資料につきま
しては、お取引の証券会社にご確認をお願いいたします。
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霞山会館　霞山の間
霞が関コモンゲート

西館37階
東京都千代田区霞が関三丁目2番1号

☎03-3581-0401 (代表)

※ 会場が前回と異なっております
ので、お間違えのないようご注
意願います。

※ なお、当日駐車場のご準備はい
たしておりません。あしからず
ご了承くださいますようお願い
申し上げます。

株 主 総 会 会 場
ご 案 内 図

会場外観

ホームページアドレス：http://www.kawakin.co.jp

外務省
霞が関入口

霞が関入口

霞が関出口

霞が関出口

11番出口

A13番出口

財務省

文部科学省

東京メトロ銀座線
東京メトロ銀座線

東京メトロ千代田線

東京メトロ千代田線

東京メトロ丸ノ内線

東京メトロ丸ノ内線

国会議事堂前駅国会議事堂前駅
霞ヶ関駅霞ヶ関駅

虎ノ門駅虎ノ門駅

霞が関ビル

アネックス

新霞が関ビル

東京倶楽部
ビルディング

外堀通り外堀通り

三年坂三年坂

農林水産省

経済産業省

日本郵政

特許庁

日本財団ビル

内閣府

衆議院
第二別館

国会議事堂

国土交通省

総務省

桜
田
通
り

桜
田
通
り

東
京
メ
ト
ロ
日
比
谷
線

東
京
メ
ト
ロ
日
比
谷
線

首
都
高
速
都
心
環
状
線

首
都
高
速
都
心
環
状
線

日比谷通り
日比谷通り

文化庁

霞山会館　霞山の間
霞が関コモンゲート 西館37階

霞が関
コモンゲート
東館

霞が関
コモンゲート
東館

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

■　交通機関のご案内

東京メトロ 銀  座  線

　　　　　 千代田線
東京メトロ 日比谷線
　　　　　 丸ノ内線

「虎ノ門駅」 11番出口から徒歩１分

「霞ヶ関駅」 A13番出口から徒歩５分
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